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研究要旨

本研究では、急性期病院における在院日数短縮化政策が、大腿骨頸部骨折の治療およびそのアウトカ
ムにどんな影響を及ぼしているかを調査した。まず、4つの急性期病院を対象に、人工骨頭置換術を
施行した患者のデータについて、一定の統計分析を行った所、在院日数の他、入院時歩行レベル、痴

呆症状、術後感染症、退院先が歩行能力の改善に有意に関連していることが明らかになった。さらに、

これに5病院を追加して、調査対象9病院を(》自己完結型、②多機能複合型、病病連携型の3つに分
けて転院先を含めた費用対効果を求めた所、意外にも自己完結型施設のコスト・パフォーマンスが一

番よいことがわかった。他方、治療プロセスが違う三カ国、日本、米国、英国を詳細に比較・検討す

ることによって、大腿骨頚部骨折の費用対効果の差を生み出す要因を明らかにした。また、わが国の

大腿骨頚部骨折治療プロセスのモデルを作成し、現在の治療プロセス及びコストの比較を行った。そ
の結果、わが国の一人当たりの入院医療費は米国よりも高いことが分かった。これは治療プロセスに

ばらつきが大きく、結果的に在院日数を延長し、診療報酬の総点数を押し上げていることによるもの

である。かりに、わが国の大腿骨頚部骨折全患者をモデルプロセスにあてはやた場合には、240～425
億円の医療費の節減効果があることが分かった。
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A.研究目的
平均在院日数の短縮化が国の政策的課題となって
いる。しかし、大腿骨に関する費用対効果分析では、
早期退院が最優先されるため、完治して退院させる
ことが次善の策をなっているという指摘もある。そ
こで本研究では、医療の介入がアウトカム(在院日
数、歩行能力、合併症)にどんな影響を及ぼしてい
るかを検討する。より具体的には当該病院における
大腿骨頸部骨折の医療ケアの費用対効果を検討し、
望ましい機能連携のあり方を模索する。また、これ
らの効果に対しクリニカルパスを使用した標準化の
影響を考察する。

B.研究方法

本研究では平成13年度から3カ年に及ぶ継続研
究である。初年度は平成12年4月～平成13年11
月の期間に、全国の4つの急性期病院で大腿骨頭置
換術に関する患者データをレトロスペクテイブに収
集した(N=117)。患者属性、治療の特性及び医療費
に関する98項目に及ぶ指標を抽出し、順序プロビッ
ト・モデルを応用して、在院日数およびその他の因
子が歩行能力にどのような影響を及ぼすかを検討し
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た。
次年度は調査対象をら病院に拡大し、平成14年6
月から平成15年1月までに、大腿骨頸部骨折で観血
的修復術を施行した患者321例に対し、プロスペク

ティプ調査を行?た。より具体的には参加9病院を
①特定の退院先をもたない自己完結型病院、②回復
期リハビリ病院および療養病棟をもつ多機能複合塑
病院、③病病連携型病院の3つに分けてその費用対
効果を分析した。
そして、最終年度は、日本及び米国の大腿骨頚部
骨折に関する先駆的急性期病院をそれぞれ1施設選
定し、、診療報酬明細書、クリニカルパス等に関する
データを収集し、日米の治療プロセス及びコストの
差を詳細に比較・検討した。また、わが国の大腿骨

頚部骨折治療のエキスパ∴「13名にデルファイ法
を用いて理想的な治療プロセスを構築してもらい、

実際、'当該エキスノ.1∵トが行っている治療プロセス
と比較・検討した。
(倫理面の配慮)データ管理は研究便宜上、患者番号
で管理し、個人名のもれがないよう十分配慮した。

C.研究結果
4病院から回収した114例について、歩行能力に
関して4つのランクの歩行レベル(4=独歩50m以
上(杖歩行可)、3=独歩50m以下、2=何らかの
介助歩行、1=歩行不可能)を設定し、順序プロビ

ット.・モデルを応用した統計分析を行った所、在院
日数、.術後在院日数、レセプト総点数、手術点数に
ついて、病院間の差異が認められた(p<0.01)。さ
らにリハビリ試行日数についても施設間が有意差が



認められた(p<0.05)。在院日数の延長は歩行能力

を改善するが、その影響の大きさは、痴呆や術後感

染症の有無などの状態に依存することも分かった。

しかし、在院日数を大幅に延長しても顕著な歩行能

力の回復は認められなかった。一方、医療費に関し
ては、手術点数と治療成果に関連性は見られなかっ

た。つまり、手術点数の大半に占める人工骨頭が高
価なものであっても、治療成果が必ずしも高まるわ

けではないことが示唆された。ただし、セメントの

使用は治療効果を高めることが認められた。
他方、9病院について、患者の歩行能力をエンド

ポイントとしてそれに要した在院日数(中央値)を

調べた所、自己完結型が42.5日であるのに対して、

病病連携型は94.5　日と2倍以上の差があることが
わかった。在院日数に影響する因子を調べたところ、

①裾瘡、②合併症、③受傷前の歩行レベル、④受傷
前の居住場所(施設にいないこと)、⑤リハビリの開

始時期の5つが統計的に関係していることがわかっ
た。さらに、平成13年度から継続して調査している

4病院について(受傷前外出歩行可能な群にて)ア

ウトカムの比較を行った所、在院日数の中央値は

45.5日から39.5日と6日短持した(pく0.05)。特
に在院日数が長かった病院ほど短縮化傾向は著しく、

一定の「学習効果」が見られた。しかし、アウトカ

ムはむしろ悪化しており、自宅退院率は63.2%から
54.5%に、外出歩行可能者も68.2%から44.0%にそ
れぞれ低下した。

他方、日、米、英三ヶ国の比較・検討については、

在院日数はそれぞれ53.4日、6.6日、14.3日であり、
この差を生む原因は、次の4点に起因する。まず第

一は、わが国では、抜糸、膀胱留置カテーテル、創

部のドレーン挿入、の三つの処置を全患者に施行し
ているが、米英の場合では、当該処置は存在しない

ことである。第二は、受傷から入院、入院から手術

までにかかる時間は米英は個々24時間内で済むが、
わが由では、それぞれ平均6.3日、10.5日かかるこ

とである。第三は、術後対応に対し、わが国は、全

荷重歩行まで平均13.62日かかるのに対して、英は
術後48時間内全ADL実行することがケアプランに

定められており、米は術後24時間内部分荷重が原則

とされていることによる。第四は、退院計画の立案
にわが国は16.38日もかかるのに対して、米英3日

以内で済むことによる。全体的には、米英は治療が

標準化されており、ばらつきは少なかった。
実際、わが国のエキスパートに治療プロセスを構

築してもらった所、退院指示を出す日は現行の14～

56日から5～21日へ、退院日も現行の7～80日か
ら7～28　日にそれぞれ短縮できることがわかった。

また、人工骨頭置換術に関しては〕部分荷重が1～5

rljへ、全荷重が1～7日に短縮できることがわかった。
リハビリの部分は、入院日～術後7日から入院日～

術後3日にモデル化された。結果的に、わが国で医

療の標準化が進めば、在院日数は短縮され、約240
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～425億円の医療費の削減効果が推測された。

D.考察

本研究では、早期退院よりも、むしろ、長期入院の
方が、より高い治療効果を得られる可能性があるこ
とが示唆された。ただし、在院日数はラインの抜去、
リハビリの開始時期と強い関連があり、早期の介入
が在院日数の短蹄に効果的なことも明らかになった。
残念ながら、本研究ではクリニカルパスを用いた標
準化は施設特性の影響が強く、効果がみられるレベ
ルになかったが、今後は病院数を増やして、再度研
究してみる余地はあると考える。
また、本研究では病病連携型よりも自己完結型、
すなわち患者を後方病院に転院させない方が経済効
率は高いということが明らかになった。これは「形
骸化した病病連携」は医療の適正性と効率性から見
て、必ずしも望ましくないことを示唆するものであ
る。診療報酬政策と合わせて、機能連携のあり方を
見直す必要があるだろう。
わが国における大腿骨頚部骨折の治療は、抜糸と
入院を切り離すことに加えて、感染しやすいプロセ
スの膜胱留置カテーテルの留置や、ドレーンの挿入
を回避すれば、退院日の短縮が可能であることが明
らかになった。

E.結論

在院日数の延長は、歩行能力に正の影響を与える

が、影響の大きさは、患者の属性にも依存した。ま
た、歩行能力の改善に関連があると認められたのは、

入院時歩行レベルの他、痴呆症状、術後感染症、退
院先に関する変数であることが分かった。

大腿骨頸部骨折の患者の早期回復には、合併症が

ないことや、受傷前の歩行レベルが高いことに加え
て、受傷前の居住場所や、リハビリの早期開始が重

要なことが明らかになった。また、国が推奨する病

病連携型病院が自己完結型病院に比べて、コスト・

パフォーマンスは必ずしも高くないことがわかった。
患者の治療成果を改善するには、現存の治療プロ

セスに新たなガイドラインを導入する必要がある。
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